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Ⅰ．序章
1 ． 東アジアではダイナミックな変化が生じており、EUおよびその加盟国にとって注目され
るべき地域である。本報告書では、東アジアにおける EUの利益に関する機会およびリス
クに関する「2007 年東アジアガイドライン１）」において提示された分析内容を簡潔に総括
するとともに、これに関するアップデートをもおこなう。本報告書は、2007 年ガイドライ
ンの分析、2003 年 EU安全保障戦略および関連する理事会決議、リスボン条約発効に伴
う新たな法的枠組みなどを踏まえ、EUの東アジア外交安全保障政策における新たなガイ
ドラインの設定を推奨する２）。すなわち現在のガイドラインは、EUの活動全範囲にわたり、
東アジアへのアプローチに関する広範かつ最新の方向性を提示するものであり、東アジア
地域における CFSPと CSDPの枠組みに貢献するものであるといえる。
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Ⅱ．東アジアにおけるEUの利益：主要な課題と機会
2 ．EUは、世界の他の地域同様、東アジアにおいても、その安全保障に関して幅広いアプロー
チをおこなっている。
-　国連憲章の原則に基づく平和維持と国際安全保障の強化
-　法に基づく国際システムの促進
-　民主主義、法の支配、人権、基本的自由の発展および促進
-　大量破壊兵器不拡散の促進
-　地域統合の推進
-　 気候変動、エネルギー安全保障、環境保護、貧困、経済的不均衡、保健などを含む、
グローバルな課題に対処するための協力的かつ持続可能な政策の推進
-　市場アクセスおよび投資条件の改善による二国間貿易および投資の強化
これら分野の進展は、EUおよび東アジア地域の双方における安定と繁栄に大きく貢献す
る。
3．  EUの東アジアにおける経済的利益
東アジアには、世界的な経済大国や急速な成長を遂げつつある経済が存在している。中
国、中国特別行政区（香港、マカオ）、台湾、日本、韓国、ASEANを合わせた GDPは、
世界全体の GDPの約 21％を占めているのみならず、EUの対外貿易においても、2010 年
時点でその 28％を占めており、その割合は上昇の一途をたどっている。現在、EU・東ア
ジア間の貿易（EU貿易総額の 27.9％）は、米国との貿易規模（22.7％）を大きく上回る。
中国は米国に続き、EUの貿易相手国として第二位の地位を占めており（中国は EUの貿
易総額において、米国を僅かに下回る 13.9％を占める３） 、EUにとって、対中国貿易は最
大の赤字を生むものとなっている。また、ASEANは EUの貿易総額の 5.2％、日本は 3.8％
を占める。
東アジア地域への EUからの直接投資は、双方のグローバル競争力にとって重要であり、
東アジアから EUへの投資、特に日本およびシンガポールからのそれは、既にかなり大き
なものとなっている。2006 年から 2009 年の平均では、EUへの東アジアからの投資は、
EUへの域外からの投資額の 6.9％を占め、EUから東アジアへの投資は、EUによる対外
投資の 7.7％を占めた４）。
EUと東アジアの経済的連関の継続的な伸びは、世界的経済危機下においてさえもアジ
アが期待を上回る成長を続けていることによるものである５）。近年、東アジアは、グロー
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バルな経済活動促進において、これまでにもまして重要な役割を担うようになっている。
東アジア地域は、比較的高いレベルで保護主義を維持しているにもかかわらず、中小企業
を含めた EUの企業に対し、大規模かつ急速に拡大しつつある市場を提供している。チェ
ンマイ・イニシアティヴおよび人民元の役割拡大、地域における金融センターの急速な発
展により、域内金融の連携は強化されている。世界最大の外貨準備高を有する中国ととも
に、東アジア諸国は世界的な金融の安定に向けた重要な役割を有している。
東アジア諸国間で締結された自由貿易協定（FTA）などの地域経済連携イニシアティブ
は、EUの利益にとっても大きな影響を与える可能性がある。また、日本、中国および
ASEANは、近年、自由貿易協定に関するネットワークを強化している一方、米国は、ア
ジア太平洋諸国との間で自由貿易協定（FTA）の交渉を目指し、環太平洋戦略的経済連携
協定（TPP）に参加した。公平な競争の場を確保するため、EU は地域相互の
EU-ASEAN FTAの締結を最終的な目標として、東南アジア諸国との二国間 FTAのネッ
トワークをさらに拡大すべきである（シンガポール、マレーシアとの交渉がすでに進行中
である）。EUは日本との FTA交渉立ち上げの可能性を模索する方針を決定したところで
あり、また、韓国との FTAは、既に暫定的に発効している。EUは近々日本と積極的に
FTA交渉を立ち上げる可能性を探ることとした。EUは、ASEAN経済共同体をはじめと
する地域経済統合に向けた取り組みへの支援を続けることにより、地域協力を強化すべき
である。
多くの東アジア諸国では、市場アクセスと知的財産権の執行に関連する問題がいまだ存
在している。欧州の消費者が中国製品の恩恵を受けていることは確かだが、中国と EUの
間の現在の貿易不均衡は、長期的に持続可能なものではないことは明らかである。EUと
東アジアの経済的相互依存は非常に大きなものとなっており、今後の双方の経済成長を左
右する極めて重要な要素となっている。
4． 東アジアの安全保障と安定は、地域の継続的な経済的繁栄のための前提条件である。東ア
ジア地域には、EUの利益に直接影響を与え得る数々の安全保障上の脅威が存在している。
-　 北朝鮮の核・弾道ミサイルプログラムおよびこれに付随する核拡散のリスク。これは
当該地域が直面する主要な脅威である。南北朝鮮対話の再開および多国間交渉の進展、
朝鮮半島の非核化などは、地域の安全保障の中心課題である。
-　 台湾海峡の緊張状態。台湾と中国本土との関係は表面的には改善されてきたものの、
内在的な緊張は依然として存在しており、海峡の両岸において何らかの誤算が生じれ
ば、地域情勢を不安定化する可能性がある。EUは、台湾と中国本土の経済および人的
交流深化に向けたあらゆる取り組みを支援する。
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-　 南シナ海における複数の諸国間の主張の対立による緊張増加により、域外への航海お
よび貿易や、EUの貿易および投資への影響をも考えられるため、これに関する注視を
続けるべきである。
南シナ海の問題は、東アジア地域における将来的なナショナリズム対立を示唆する事例
である。中国の経済発展、より活動的な外交姿勢、国防支出増大（およびその不透明性）
に伴い、この地域の戦略バランスは変遷しつつある。地域の経済的相互依存は増大してい
るとは言え、未解決の歴史や領土に関する対立とも並行して生じた地政学的変化によるこ
うした不確実な状況により、申告な緊張状況が生じる懸念がある。エネルギー需要の増大
およびエネルギー安全保障への要望、またより広い意味での資源争奪戦により、こうした
緊張状態が悪化する可能性もある。また、東アジア地域には長年続いている地域的な問題
が数多く存在する。EUはこれまで、その政治、開発および人道手段を結集し、事態に即
した信頼醸成及び紛争解決、紛争後の国家構築活動等において、貢献してきた。その例を
挙げれば、アチェにおける和平プロセス、東ティモールにおける紛争後の復興、また最近
の例としてはミンダナオの和平プロセス支援などを通じ、EUは東アジア地域における平
和と安全への支援を示してきた。
5． 東アジアの主要国家の政策および活動は、EUのグローバル・アジェンダにおいて、重要
性を増している。EUは、グローバルな課題に対して多国間枠組みによる取り組みを必要
としており、その促進を目指している。EUは、開かれた公正な貿易システムとWTO並
びに二国間及び地域的協定の下での自由化を促進している。現在、マレーシアおよびシン
ガポールとの間で交渉が進められている協定や韓国との間で適用された協定はその例であ
る。EUは以下の分野において世界的な活動を行っている。
-　 人権およびグッド・ガバナンスの促進
-　 大量破壊兵器の拡散防止
-　 テロリズムとのグローバルな戦いへの取り組み
-　 過激派および原理主義との戦い
-　 移民に関する国際的な協力の促進
-　 ミレニアム開発目標に基づく社会的・環境的に持続可能な発展の促進および気候変動
に関する措置
東アジアの新興国におけるエネルギー需要は着実に増加しており、世界のエネルギー安
全保障における新たな懸念材料となっている。こうした共通の課題に対しては集団的な対
応が必要である。 EUはエネルギーおよび資源の安定で透明な市場を求めている。EUは、
これら分野における双務契約関係（例えば、友好協力協定および枠組み協定）の強化に努
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めている。
6． 東アジア諸国は国際社会におけるその経済的・政治的地位の向上に伴い、こうしたグロー
バルな目標を達成するための取り組みにおいて、その影響力を高めつつある。従って、国
連、WTO、G20（東アジアより四カ国が参加）などのグローバルなフォーラム、および
ASEAN、ARF、ASEMなどの地域的ないし地域間のフォーラムにおいて、EUと東アジ
ア諸国との協力関係を十分に活用することが重要である。そのうちいくつかの国とは戦略
的パートナーシップが締結されており（東アジアにおける戦略的パートナー国は、現在の
ところ、日本、中国、韓国である）、これはグローバルなフォーラムにおいて共通利益を
追求する上で有用である。
7． 日本は東アジア地域において自由主義経済および民主主義国として最も長い歴史を持つと
ともに、EUと多くの価値観を共有しており、この点で既に EUにとって重要なパートナー
であるといえる。日本は 2003 年から EUの戦略的パートナー国となっている。2011 年 5
月に開催された第 20 回 EU-日本サミットにおいては、野心的な自由貿易協定並びに、政
治協力、グローバルな問題、部門別の協力などに関する枠組み協定締結に向けた交渉プロ
セスを開始することにより、包括的かつバランスのとれた方法によって全般的な協力関係
を強化することが合意された。韓国は EUと志を同じくするパートナー国として、EUと
の広範な協力関係を積極的に促進しており、補完的な FTAおよび枠組み協定、戦略的パー
トナーシップを既に EUとの間で締結している。今や世界的アクターとなった中国がいか
なる政策を選択するかは、中国との戦略的パートナーシップを持つ EUにとって戦略的重
要性を持つ点である。中国は、国内的課題の存在にも鑑み、平和的な経済発展を重視して
いる。これは世界の安定にも大きく寄与する。EUは中国が政治・経済・商業・金融の各
分野においてグローバルな関心と責任を持つとともに、世界的大国として、効果的な多国
間主義および国際的・地域的問題の解決においてその地位に見合った建設的役割を果たす
ことが EUの利益にとって重要であると認識しており、これを奨励している。地域グルー
プとしての ASEAN（および G20 のメンバーとしてインドネシア）もまた、国際場裡にお
いて重要な役割を果たす能力を備えており、強いリーダーシップの構築により、今後とも
発展し続けていくだろう。
8． 米中関係・日中関係など、この地域の主要国間における良好な協力関係が維持されること
は、EUにとっての全般的な関心事である。EUは長期的には東アジアでの地域統合の深
化に関心を持っており、特に ASEAN統合の進展を支援している。ASEANは、東アジア
における複数の協力イニシアティブの中心的地域組織であり、EUにとって自然なカウン
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ター・パートであると言える。地域の主要諸国間における政治・安全保障協力の促進は地
域全体の利益となるものであり、EUはこれに対する積極的な支援を続けるべきである。
9． 米国は、日本、韓国、台湾、複数の ASEAN諸国の安全保障に関する関与およびこれに関
連して東アジア各地に軍を駐留させていることにより、この地域の安全保障上の課題に関
する明確な展望を持っており、地域の安定における重要な役割を担っている。EUはこう
した状況に関して十分に認識するべきである。EUにとっての対米関係の重要性に鑑みて、
EUは米国の対東アジア外交・安全保障政策に関して、米国と提携・協力する必要がある。
10． 東アジアに重要な関心を持つその他の域外パートナー国としては、インド、ロシア、オー
ストラリア、ニュージーランド、カナダなどが挙げられる。これら諸国は、EU 同様に
ASEANの対話国であるのみならず、それぞれが EUの重要なパートナー国でもある。こ
れら諸国は全て ARF参加国であり、また、カナダをのぞく全諸国が ASEMプロセス参加
国でもある。EUはこれらパートナー国との間で、東アジアにおける課題に関連した政治
対話を今後とも続けるべきである。
Ⅲ．EUの対応
11．  EUの本質的な関心事は東アジアの安全保障および地域の主要諸国の外交・安全保障政策
と密接に関連している。EUは、この地域における経済的プレゼンス、および戦後の和解
と政治的・経済的統合に関するその独自の経験により、地域の安全保障を強化するうえで
重要な役割を演じることができる。EUの地域におけるパートナー国の多くは、EUがこ
うした点においてより強い関与を行うことを歓迎している。
12． 従って EUは東アジアに関して、より発展的で一貫性があり、焦点を絞った共通外交安全
保障政策を持つべきである。その目的は第Ⅱ項に定める EUの利益を確保し、これを促進
することである。地域の主要諸国と EUの交流を強化し、既存の措置を効果的に活用する
ためには、EUは以下の政策をすすめるべきである。
-　 地域における戦略的パートナーシップの活用
-　 中国とのハイレベル戦略対話およびハイレベル経済貿易対話の開始
-　 東アジア政策に関する日本との戦略的対話の深化
-　 地域情勢（特に北朝鮮問題）に関する韓国との政治対話の発展
-　 ARFおよび TACへの加盟および政治対話の強化による ASEANおよび加盟国との関
係強化、2007 年ニュルンベルク宣言および行動計画に基づいた ASEAN諸機関へのピ
アサポート（要求された場合）などを通じた ASEANとの関係強化
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-　 東アジアに関する米国との戦略的対話の発展
-　 ロシア、インド、オーストラリア、ニュージーランド、カナダなど、他の主要諸国と
の地域情勢に関する対話の強化
-　 ASEMプロセスの活用
-　 シンガポール、マレーシアとの FTA交渉の完了および他の東南アジア諸国との FTA
促進、EU-ASEAN貿易投資作業計画の実施を通じた地域間貿易対話の強化
-　 日本との FTAと枠組み協定交渉（予備交渉において協議の範囲が意欲的なレベルに定
められた場合）の同時進行および EU-韓国 FTAおよび新たな枠組み協定の実施
-　 締結済みの有効協力協定の促進と共に、中国との友好協力協定締結に向けた取り組み
の強化
-　 地域のパートナー諸国との接触や多国間会議を通じ、東アジアへの EUの関心を表明
することにより、東アジア・サミットへの EU参加に向けた積極的な環境を醸成
-　 国連やWTOなどのグローバルなフォーラムにおける地域の諸国との協力強化、特に
非関税障壁に関して東アジア諸国におけるWTO遵守促進に向けた取り組みの強化
13． 東アジアおよび他の関連パートナー諸国との対話の強化は、いくつかの天において EUの
目的に適ったものである。すなわち、これにより、地域における EUの利益を直接的に促
進することができるとともに、EUにとって地域的或いはグローバルな利害に関するより
望ましい発信チャネルを確立でき、また、グローバルな枠組みにおいて共通の利益を追求
する上での展望を促進することができるのである。
14． こうした文脈において、リスボン条約の発効は、欧州対外行動庁（EEAS）の発足、EU
代表団と加盟国大使館間の調整の強化とも相まって、東アジア諸国との対話と協力に基づ
き、共通の分析およびアプローチ、政治的戦略を開発する上での理想的な機会を提供する
ものであり、EUが東アジアとの関係において、より効果的にその影響力を発揮すること
を可能とするものである。
Ⅳ．主要課題・目的・原則
15．  EUが東アジアとの関係を強化し、この地域における共通の外交・安全保障政策上の問題
に関する発言を強化する上でのアプローチを見出すに際しては、以下に示す課題、目的、
原則が特に重要となってくる。
Ⅳ．a）地域におけるバランスの変化と競争的ナショナリズムのリスク
16．  EUはその影響力を通じて東アジアにおける主要アクター間における良好な協力関係を促
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進するとともに、地域におけるそれ以外の諸国からの誤解を招く可能性のある行動を控え
るよう要求すべきである。
-　 信頼醸成措置の促進、領土や資源をめぐる紛争に関する平和的かつ協力的な解決の奨
励
-　 中国に対し、国防費や国防政策および関連する機構の詳細について透明性強化を奨励
-　 透明性強化および事実誤認のリスク軽減のため、地域諸国軍および EU加盟国軍の交
流を奨励
-　 戦後和解に関する独自の経験から引き出された信頼醸成、予防外交および紛争解決の
分野における教訓の共有
-　 双方の政治指導者に対し、その良好な経済関係に基づき、より良い政治的関係を確立
するとともに、競合的なナショナリズムを排し、共通利益の観点により定義される関
係に向け、それぞれの世論を誘導するよう奨励
-　 効果的な多国間主義（EU-ASEAN、ARF、東アジア・サミット、及び ASEMを含む）
および地域統合の推進
Ⅳ．b）　東アジアとEUのグローバル・アジェンダ
17． 中国はそのグローバルな関心に伴い、世界各地において、より活発な動きを示している。
日本と韓国も国際的により積極的な活動を行うようになっている。ASEANも、2008 年の
ASEAN憲章採択により地域統合に向けた独自の能力を強化しており、今後、国際社会に
おいて、より重要な役割を演じる意志を持っている。
18． こうした文脈において、EUは以下の取り組みをすすめるべきである。
-　 広範に渡るグローバルな課題に関して、地域の全パートナーとの協力関係の発展。開
発援助、貧困との闘い、気候変動、環境に関する持続可能性、テロとの闘い、海賊、
麻薬、不法移民および人身売買、大量破壊兵器不拡散、信頼醸成、予防外交や紛争解
決などの分野に関する対話と協力の強化
-　 東アジアにおける人権および基本的自由の促進・擁護に関する取り組みを継続、政策
的合意の成立の阻害要因となる価値観相違の緩和。アジアのパートナー諸国に対し、
国連人権文書への加盟および遵守を奨励、地域および欧州における人権機関間におけ
る経験共有の支援などを含む。
-　 この点における改善が深刻に遅れている諸国において、民主主義および法の支配の発
展・強化を促進
-　 相互理解の礎として、文化交流および市民社会間の交流を促進
-　 不拡散・軍縮に関する多国間枠組みへの地域諸国の参加および実施を奨励・支援。効
果的な輸出管理システムの確立への支援。
 立命館国際地域研究　第39号　2014年3月 207
-　 中国における取り組みの強化。法の支配、個人の自由、民主主義の必要性を強調
-　 教育、文化、青少年、技術革新、研究、環境・エネルギー、起業、観光などの各分野
における協力の促進。民間交流および対話の強化。
-　 繁栄および安定と安全保障推進における根本的な手段としての地域統合の奨励および
支援
19． 中国は広大な国であり、その発展過程および地域や多国間枠組みへの統合程度は、地域的
にも国際的にも大きな影響を与える。EUは、中国の国際社会への前向きかつ十分に関与
した一員としての登場に向け、支援を行うべきである。EUの戦略的パートナーシップに
従い、EUのアプローチは、率直で透明性が高く、互恵的であり、かつ相互支援および強
化された二国間関係に基づくものでなければならない。関連する欧州理事会の結論に引き
続き従うとともに、EUは以下の取り組みをすすめるべきである。
-　 不拡散、テロ対策、海賊対策、不法移民、重大犯罪、紛争予防、平和維持に関する中
国との協力を推進・強化。国際的な軍備管理・不拡散メカニズムへの中国の関与を奨励。
-　 中国に対し、WTO規定の遵守を要求
-　 WTOの枠組みにおける多国間貿易アジェンダの促進およびグローバル・ガバナンスシ
ステムへの中国の関与など、効果的な多国間主義への中国のコミットメント拡大に向
けた取り組みの継続
-　 中国の国内情勢への注視を継続。中国の急速な経済成長に関連する重大な国内問題に
留意
-　 香港及びマカオ特別行政区に関して確立された 「一国二制度」の原則の適用への継続的
な注視。構造対話と合同委員会を介し、これら二つの SARとの協力と対話の強化。
-　 国際システムにおける中国の信頼および関与の確立に向け、透明性および法に基づい
た国際的アプローチを一貫して促進
-　 発展途上国における中国の活発な活動に計画的に関与、特にアフリカにおいて、開発
援助を共同で行う可能性を見出すため、中国のアプローチにおける EUにとっての難
点および共通点を明確化。中国に対し、国連ミレニアム開発目標と整合性のある発展
目標、および 2005 年 3 月の援助効果向上に関するパリ宣言およびオーナーシップの原
則との整合性と調整を要求
-　 エネルギーおよび環境問題に関する中国との対話促進。中国に対し国際市場における
信頼強化を奨励。気候変動への対処および持続可能なエネルギーの消費と生産の課題
への協力的取り組みへの関与を奨励
20． 日本および韓国はアジアにおける自然な政治的パートナー国である。欧州、日本、韓国は
全般的な価値観に関して密接な類似性があり、多くの点で 「志を同じく」している。日本
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と韓国は協力の拡大・深化に前向きである。また日本は、多国間機関やアジアにおいて重
要な役割を果たしている。日本は開発援助の主要提供国であり、EUと同様の地域におい
て様々な平和構築活動に従事してきた。韓国はその経済力に見合った国際的なプロファイ
ル（例えば、G20 のホストと核安全保障サミット）を急速に拡大しつつある。従って EUは、
日本および韓国との対話と協力を促進することにより、新たな戦略的パートナーシップを
強化するとともに、EUの目標である平和と安定、発展、人権の推進、原子力の安全性お
よび安全保障の推進、気候変動とエネルギー安全保障の課題に関する持続可能な政策に向
けた取り組みに生かすべきである。
20.bis モンゴルは中国とロシアの間の戦略的岐路に位置している。EUはモンゴルとの協力を拡
大・深化すべきである。特にその経済移行過程を支援し、包括的な成長過程を促進する観
点から、持続可能な開発を支援すべきである。
21．  ASEANと EUは長年にわたる重要なパートナーであり、EUは 1977 年に ASEANの最
初の 「対話パートナー」の一つとなった。2008 年の ASEAN憲章の採択および 2015 年ま
での ASEANの 3つの共同体（経済、政治安全保障、文化）の達成計画に加え、2022 年
までに国際場裡において ASEANが単一の声で発言する意向であることを宣言しており、
EUとの長期にわたるパートナーシップ強化に向けた環境が整いつつある。ASEANは、
ARF、ADMM+、東アジア・サミット（ロシアと米国の最近の接近により、安全保障分野
におけるその重要性を増す可能性が高い）などの主要な地域イニシアティブの中核であり、
今後とも EUからの注目を受けるに値するであろう。
Ⅳ．c）地域安全保障構造
22．  EUは、長期的には、地域統合の促進および共通の利益を明確に認識する強力な地域機関
の登場を支援することを目標とすべきである。それらの機関は、国際的な規範に沿って、
東アジアでの外交・安全保障政策目標における緊密な協力を具体化するものであるべきで
ある。
23．  EUは、東アジアは当面、（地域的）安全保障上の懸念に対処するためのシステムを開発
する必要があり、近い将来の地域安全保障構造における重要な要素は米国の二国間同盟の
ネットワークおよびその軍事的プレゼンスによって提供されるものと認識している。
24． こうした文脈において、EUは、ASEANとの対話および協力、EU-ASEAN閣僚会議お
よび ARFへの定期的な参加、TACへの参加、ASEMプロセスへの積極的な関与などを通
じ、主要な地域フォーラムへの参加強化を重視すべきである。これはまた、東アジアの地
域構造への関与を通じた EUの地域での利益追求を可能にするものでもある。
25．  EUは以下の取り組みを行うべきである。
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-　 重要なパートナーとの戦略的対話を通じて地域の既存の安全保障枠組みへの貢献を強
化するとともに、主要アクターへの関与を通じて、その政策が地域の安定性を損なう
こととならないよう支援
-　 地域における米国の防衛保障の信頼性は、地域の安定のために現時点で必要不可欠で
あることを認識
-　 EUの関心と公平性を認識した外向き志向のモデルの推進および法に基づく多国間安全
保障構造の構築への支援を通じ、地域機構及びフォーラムの権威と効率性を促進、そ
れら機関が地域安全保障に効果的に促進することを目指す。
-　 東南アジア友好協力条約６）への加盟、ARF及び ARFの活動（トラック 2の活動を含む）
などを通じ、ASEANとのさらなる関係強化。開かれた包括的な形での東アジア・サミッ
トを奨励するとともに、EUの関与を可能な限り達成。EUおよび加盟国の積極的な参
加を通じ、ASEMの活動を強化。上海協力機構との接触の強化。
-　 地域の平和と安全保障メカニズムに関する欧州の経験（OSCEなどをも含む）を共有し、
より広範な文脈における東アジアの平和と安全保障メカニズムの発展に積極的に協力
-　 地域における具体的な取り組みによる直接的な関与などにより、地域機構に付加価値
を付与する機会を模索
-　 地域アクターの多国間平和維持活動への関与強化を奨励するとともに、地域の 「ソフト
な安全保障」への EU独自の取り組み強化を検討
Ⅳ．d）　中国・台湾の関係
26．  EUは「一つの中国政策」をとっており、台湾問題の平和的解決を支持している。EUは
海峡両岸の平和と安定の維持に重要な関心をもっている。EUは海峡をはさむ両者にとっ
ても、中国の対米関係および対日関係においても、微妙な問題であることを十分に認識し
ている。
27． 「一つの中国政策」に関して、EUは以下のことを心がけるべきである。
-　 対話および実際的な協力および信頼醸成の促進に向けた取り組みを奨励
-　 前向きな動きを歓迎
-　 全関係者を伴う対話の包括的なプロセスに向け貢献
-　 国際専門機関における台湾の地位に関する問題の現実的な解決を奨励。台湾の参加が
EUおよび国際的利益にとって重要な機関については特に奨励
-　 経済および文化の分野で台湾との技術協力を継続
28． 状況によっては、EUは以下のような行動をも準備すべきである。
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-　 中国と台湾に対し、安定と平和的対話への脅威が生じた場合には、EUへの利益への脅
威とみなすことを強調
-　 地域において現状変更を目標とする単独行動による不安定化のリスク、挑発的行動、
強制力行使が顕在化した場合、非公式或いは公式の立場で懸念を表明
29．  EUはその全パートナーとの協議に基づき、両岸の安定性に影響を与える軍議バランス、
地域に移転された場合にはそのバランスを崩す懸念がある技術・能力、誤算などを含めた
地域の安定へのリスクについての理解を深めるべきである。これにより加盟国は、戦略的・
軍事的品目の地域への輸出に関連する行動規範を適用する際に、そうした評価を考慮に入
れることができる。
Ⅳ．e）　朝鮮半島
30． 北朝鮮の政策はその多くは、南北関係に関するもの、核不拡散、人権など、地域と世界の
安定を損ねる深刻な懸念を提示している。EUは以下の取り組みを行うべきである。
-　 朝鮮半島非核化とその平和および安定にむけた支援を継続。北朝鮮の核兵器と弾道ミ
サイル計画の完全で検証可能かつ不可逆的な放棄に関する主張を維持し、IAEAの査察
の再開を促進
-　 国連決議 1718、1874 の遵守を含めた国際的義務を果たすよう北朝鮮に要請
-　 北朝鮮に対し、NPT条約への復帰、CTBT（包括的核実験禁止条約）と CWC（化学兵
器禁止条約）への署名および批准を要請
-　 6 カ国協議をはじめとする多国間交渉メカニズムの実際的な再開に向けた支援を継続。
利害関係者間の対話の促進（実りある交渉再開のための状況整備に関して関係者が判
断するとの条件下において）および 6カ国協議の主要アクターとの緊密な協力維持
-　 信頼醸成及び多国間交渉の更新に向けた環境整備の手段、朝鮮半島における経済的・
社会的交流促進の枠組みとしての南北朝鮮間対話の奨励
-　 人権状況に関して世界最悪の国の一つである北朝鮮に対してその改善を促し、国連の
人権メカニズムとの協力を奨励。EUおよび加盟国との人権に関する意義ある二国間対
話への復帰を奨励。
-　 これまで同様、人道的危機状況に対する支援供給を準備、適切な監視取極めに基づき、
独立の評価基準及び確認された需要に基づいて実施。
-　 北朝鮮当局に対し、国民の生活水準の持続的向上につながる経済改革への着手を含め、
国外への開放政策を取るよう奨励
-　 朝鮮半島情勢に関する利害関係者との対話の強化および北朝鮮の挑発的行為に直面す
る民主的パートナー国への支援の継続
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-　 上述した EUの関心事に関する進捗状況に応じた北朝鮮との協力の深化・拡大を引き
続き示唆。平壌における加盟国大使館はこの取り組みにおける主要な役割を演じる。
Ⅳ．f）　南シナ海
31． 最近の南シナ海での中国を含めた沿岸地域の国々の相反する主張によって生じた緊張の高
まりは、航海および商業の自由を含め、地域の安全保障と安定に関して、重要な含意をも
つ。
32．  EUおよびその加盟国は、これら多様な主張に関していかなる立場も取らないが、以下の
ように行動すべきである。
-　 EUにとっての南シナ海の重要性を改めて認識（とりわけ、法に基づく国際システム、
航行の自由の原則、現地での緊張状態により、一貫して増加しつつある貿易および投
資に対する負の影響が生じるリスク、エネルギー安全保障などの観点から）。
-　 関係者に対し、平和的かつ協力的な手段および国際法に基づく紛争解決を奨励（特に
UNCLOS）。同時に関係者に対して主張の根拠を明確にするよう奨励
-　 これら問題に関する地域レベルでの協力的外交プロセスの構築に向けた前例を想起、
ASEANと中国に対し、そうした基盤に基づき、行動規範に同意するよう推奨。
-　 関係者が歓迎すれば、EU及び加盟国による合意と国際法に基づく了解問題の解決に関
する経験ならびに、複数国家の接する海域あるいは主張の対立がある海域における資
源の持続可能な管理および海洋安全保障協力主権に関する EU及び加盟国の経験を提
供する。
注
１）  2007 年 12 月 20 日採択の理事会ガイドライン。
２）  本文書における東アジアとは、北東アジアと ASEANの全体を含む。
３）  2010 年には EUと中国の二国間貿易は 3,951 億ユーロ、EU総貿易額の 13.9％を占めており、対して
米国とは 4,116 億ユーロ（EU総貿易額の 14.4％）であった。ここで引用されたすべての統計は、ユー
ロスタットからのものである。
４）  2006-09 年の平均では、ASEANへの EUの対外投資は、中国に対する 62 億ユーロ、日本に対する 27
億ユーロに比して、157 億ユーロに達した。EUへの投資は、日本より 90 億ユーロ、ASEANより 56
億ユーロ、中国より 7億ユーロである。
５）  EUの最新の経済予測（2011 年春）では、EUの 1.8％（および地震の影響を受けた日本の 0.5％）に
対して、2011 年の GDP成長率は中国 9.3％、インドネシア 6.1％、そして韓国 4.4％とされる。
６）  訳者注：原文では the ASEAN Treaty of Amity and Cooperation（ASEAN友好協力条約）とされて
いるが、このような条約は存在しない。Treaty of Amity and Cooperation in Southeast Asia（東南
アジア友好協力条約）の誤標記であると考えられるため、本文中の標記は「東南アジア友好協力条約」
とする。

